
 

1 

 

国 都 計 第 3 0 号 

国 住 街 第 6 7 号 

国 港 総 第 1 8 5 号 

国 港 計 第 1 7 号 

平 成 29年 ７ 月 12日 

 

各都道府県知事 

各政令指定都市の長 

国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾の港湾管理者 

各市町        

各一部事務組合 の長 

新居浜港務局 

                      あて 

 

 

国土交通省 都市局長 

 

 

 

 

住宅局長 

 

 

 

 

港湾局長 

 

 

 

 

 

「都市計画区域内における臨港地区に関する運用指針」の改定について（通知） 

 

都市計画区域内における臨港地区の指定、変更等については、港湾行政、都市行政及び建築行政の円

滑な調整に資するよう、地方自治法第245条の４に規定する技術的助言として「都市計画区域内における

臨港地区に関する運用指針について」（平成12年12月28日付け港管第2236号、港計第196号、建設省都計

発第93号、建設省住街発第235号）で「都市計画区域内における臨港地区に関する運用指針」（以下「運

用指針」という。）を定めているところである。 
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今般、「港湾法の一部を改正する法律」（平成29年法律第55号）の施行により、港湾法（昭和25年法律

第218号）第39条第１項で規定する分区に「クルーズ港区」が追加されたこと等に伴い、運用指針を下記

のとおり改定するので参考とされたい。 

また、貴管下関係市町村及び市町村管理に係る地方港湾の港湾管理者に対してこの旨周知方お願いす

る。 

 

記 

 

 運用指針④（２）中「Ⅸまで」を「Ⅹまで」に、「港湾管理者の長（港務局にあっては委員会の長）の

うちから市長を例にとったものである。」を「港湾管理者が市の場合の例である。」に改め、「であること。」

の下に「なお、クルーズ港区における集客施設等の規模については、都市構造への影響に鑑み、都市計

画との調和が図られるよう配慮すべきであること。」を加え、「このため」を「これらのことから」に改

める。 

 別表を次のとおり改める。 

 

別表 

Ⅰ 商港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第10号の２まで及び第12号に掲げる港湾施設（危険物置場、貯

油施設及びセメントサイロを除く。） 

２ 海上運送事業、港湾運送事業、倉庫業、道路運送事業、貨物利用運送事業、運送取次事業、貿

易関連業その他市長が指定する事業を行う者の事務所 

３ 港湾の旅客又は貨物に関連する事業者の利便の用に供するための銀行の支店、保険業の店舗 

４ 荷さばき施設又は保管施設に付属する卸売展示施設及び流通加工施設並びにこれらの附帯施設 

５ 港湾その他の海事に関する理解の増進を図るための会議場施設、展示施設、研修施設その他の

共同利用施設 

６ 港湾の利用の高度化を図るための情報処理施設、電気通信施設その他市長の指定するこれらに

類する施設 

７ 港湾の流通機能の高度化を図るためのトラックターミナル、卸売市場その他の流通業務施設 

８ 空港施設 

９ 港湾関係者のための休泊所、診療所その他市長が指定する福利厚生施設 

10 税関、地方整備局、地方運輸局、海上保安官署、警察署、入国管理事務所、検疫所、消防署そ

の他市長が指定する官公署の事務所 

11 港湾の旅客又は貨物に関連する事業者の利便の用に供するための旅館、ホテル、日用品の販売

を主たる目的とする店舗、船用品販売店、飲食店その他市長が指定する便益施設 

12 港湾の旅客又は貨物に関連する事業者の利便の用に供するガソリンスタンド 

 

Ⅱ 工業港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第６号まで、第８号から第10号の２まで及び第12号に掲げる港
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湾施設 

２ 原料又は製品の一部の輸送を海上運送又は港湾運送に依存する製造事業又はその関連事業を営

む工場並びにこれらの事業の用に供する情報処理施設及び電気通信施設並びにこれらの附帯施設 

３ 前号の工場に附属する研究施設及びその附帯施設 

４ 前２号の施設に従事する者のための休泊所、診療所その他市長が指定する福利厚生施設 

５ 税関、地方整備局、地方運輸局、海上保安官署、警察署、消防署その他市長が指定する官公署

の事務所 

６ 第２号及び第３号の施設に従事する者の利便の用に供するための日用品の販売を主たる目的と

する店舗、飲食店その他市長が指定する便益施設 

 

Ⅲ 特殊物資港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第10号の２まで及び第12号に掲げる港湾施設（上屋及び食糧サ

イロを除く。） 

２ 海上運送事業、港湾運送事業、倉庫業、道路運送事業、貨物利用運送事業、運送取次事業その

他市長が指定する事業を行う者の事務所 

３ 地方整備局、地方運輸局、海上保安官署、警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務

所 

 

Ⅳ 鉄道連絡港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号、第４号、第５号及び第８号の２から第10号の２までに掲げる港湾

施設 

２ 鉄道連絡船のための係留施設 

３ 前各号に指定するものを除き、鉄道業務に必要な建築物その他の構築物 

 

Ｖ 漁港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号、第４号、第５号及び第８号の３から第10号の２までに掲げる港湾

施設 

２ 漁船のための係留施設、燃料補給施設、給水施設及び給氷施設 

３ 漁船の修理施設、造船施設及びその附帯施設 

４ 魚舎、魚干場その他水産物の処理に必要な施設 

５ 冷蔵倉庫、冷凍倉庫その他水産物の保管のための施設 

６ 製氷工場及び冷凍工場その他の水産物加工工場並びにこれらの附帯施設 

７ 網干場、網倉庫その他漁具の補修又は保管に必要な施設 

８ 漁業関係者のための休泊所、診療所その他市長が指定する福利厚生施設 

９ 漁業会杜、漁業組合その他市長が指定する団体及び業者の事務所 

10 警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所 

11 漁業関係者の利便の用に供するための日用品の販売を主たる目的とする店舗、飲食店その他市

長が指定する便益施設 
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Ⅵ バンカー港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第５号まで及び第８号の２から第10号の２までに掲げる港湾施

設 

２ 貯炭場、貯油施設その他の燃料保管施設 

３ 給炭業者、給油業者その他の燃料供給業者の事務所 

４ 税関、地方整備局、地方運輸局、警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所 

 

Ⅶ 保安港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第６号まで及び第８号の２から第10号の２までに掲げる港湾施

設 

２ 危険物置場、危険物倉庫及び貯油施設 

３ 消火施設その他の危険防止施設 

４ 給油業者及び危険物を取り扱う業者の事務所 

５ 警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所 

 

Ⅷ マリーナ港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第５号まで及び第７号から第10号の２までに掲げる港湾施設 

２ スポーツ又はレクリエーションの用に供するヨット、モーターボート、釣り船、遊覧船等（以

下「レクリエーション用船舶」という。）のための用具倉庫及び船舶上架施設 

３ レクリエーション用船舶の利用者のための集会所、クラブ事務所、スポーツ、レクリエーショ

ン施設その他市長が指定する福利厚生施設 

４ 海上保安官署、警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所 

５ レクリエーション用船舶の利用者の利便の用に供するための旅館、ホテル、店舗、飲食店その

他市長が指定する便益施設 

 

 Ⅸ クルーズ港区を対象とした条例において許容される構築物 

  １ 旅客船又は港湾の旅客のための港湾法第２条第５項第２号から第１０号の２まで及び第１２号

に掲げる港湾施設 

  ２ 旅客船又は港湾の旅客に関連する海上運送事業、港湾運送事業、倉庫業、道路運送事業、貨物

利用運送事業、運送取次事業、貿易関連業、自動車賃貸業、観光業その他市長が指定する事業を

行う者の事務所 

  ３ 港湾の旅客又は旅客に関連する事業者の利便の用に供するための銀行の支店、保険業の店舗 

  ４ 港湾その他の海事に関する理解の増進を図るための会議場施設、展示施設、研修施設、図書館、

博物館、水族館、公会堂、展望施設その他市長が指定するこれらに類する施設 

  ５ 港湾関係者のための休泊所、診療所その他市長が指定する福利厚生施設 

  ６ 税関、地方入国管理局、検疫所、地方整備局、地方運輸局、海上保安官署、警察署、消防署そ

の他市長が指定する官公署の事務所 



  

 

5 

 

  ７ 港湾の旅客又は旅客に関連する事業者の利便の用に供するための旅館、ホテル、店舗、船用品

販売所、飲食店その他市長が指定する便益施設 

  ８ 港湾の旅客又は旅客に関連する事業者の利便の用に供するためのガソリンスタンド 

 

Ⅹ 修景厚生港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第５号まで及び第８号の２から第10号の２までに掲げる港湾施

設 

２ 港湾その他の海事に関する理解の増進を図るための図書館、博物館、水族館、展示施設、公会

堂、展望施設その他市長が指定するこれらに類する施設 

３ 港湾関係者のためのスポーツ・レクリエーション施設その他市長が指定する福利厚生施設 

４ 海上保安官署、警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所 

５ 港湾関係者のための休泊所、店舗、飲食店その他市長が指定する便益施設 

 

３）配慮すべき事項 

港湾法（昭和25年法律第218号）第２条第３項に規定する港湾区域若しくは同条第４項に規定する臨

港地区内における施設または同条第６項の規定により国土交通大臣が認定した港湾施設にかかる都市

計画の決定については、以下のとおり取扱うことが望ましい。 

港湾法第２条第５項に規定する港湾施設（他の法令の規定により設置又は管理されるものを除く。）

及び同条第６項の規定により国土交通大臣が認定した港湾施設については、当該施設にかかる都市計

画の決定を行なおうとする場合には、あらかじめ都市計画決定権者は港湾管理者に協議すること。 
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○都市計画区域内における臨港地区に関する運用指針について（通知） 
 

平成12年12月28日港管第2236号、港計第196号、建設省都計発第93号、建設省住街発第235号 

改正 平成29年7月12日国都計第30号、国住街第67号、国港総第185号、国港計第17号       

            運輸省港湾局長、建設省都市局長、住宅局長から各港湾管理者の長、各都同府県知事、各政 

令指定都市の長あて 

 

都市計画区域内における臨港地区の指定、変更等については、「都市計画区域内における臨港地

区の指定、変更等の推進について」（平成４年６月29日付け港管第1933号、建設省都計発第107号 

運輸省港湾局管理課長、建設省都市局都市計画課長通達）及び「臨港地区及び分区条例の運用に

ついて」（平成９年３月31日付け港管第964号、港計第45号、建設省都計発第42号、建設省住街発

第57号 運輸省港湾局管理課長、運輸省港湾局計画課長、建設省都市局都市計画課長、建設省住

宅局市街地建築課長）に基づき、その円滑な推進にご尽力いただいているところである。 

今般、地方分権一括法の施行及び「都市計画運用指針」（同日付け建設省都市局長通知）の発出

に伴い、下記の３通達を廃止したうえで、従来どおり港湾行政、都市行政及び建築行政の円滑な

調整に資するよう、国の関与のあり方等に配慮して文書上の整理を行い、地方自治法第245条の４

に規定する技術的助言として別紙のとおり「都市計画区域内における臨港地区に関する運用指針」

をあらためて定めたので参考とされたい。 

また、貴管下関係市町村及び市町村管理に係る地方港湾の港湾管理者に対してこの旨周知方お

願いする。 

 

記 

 

１．「都市計画区域内における臨港地区の指定、変更等の推進について」（平成４年６月29日付け

港管第1933号、建設省都計発第107号 運輸省港湾局管理課長、建設省都市局都市計画課長通達） 

２．「臨港地区及び分区条例の運用について」（平成９年３月31日付け港管第964号、港計第45号、

建設省都計発第42号、建設省住街発第57号 運輸省港湾局管理課長、運輸省港湾局計画課長、

建設省都市局都市計画課長、建設省住宅局市街地建築課長通達） 

３．「港湾における都市施設の都市計画決定について」（昭和47年６月19日付け港管第1669号、建

設省都計第49号 運輸省港湾局長、建設省都市局長通達） 

 

 

（別紙） 

都市計画区域内における臨港地区に関する運用指針 

１）趣旨 

臨港地区は、港湾を管理運営するため定める地区であり、港湾区域を地先水面とする地域で、

港湾施設のほか、海事関係官公署、臨海工場等港湾を管理運営する上で必要な施設が立地する地

域及び将来これらの施設のために供せられる地域である。 

臨港地区においては、特定の機能に特化している地区として、その機能を全うするため、用途



 

2 

 

地域及び特別用途地区による用途規制を適用除外とし、港湾管理者が臨港地区内の分区による構

築物の規制を行うという措置がとられてきたところである。 

ところが、臨港地区内において、従来から港湾の管理運営上必要と考えていた施設に加え、近

年、ニーズの変化に伴い、港湾の管理運営上必要な新たな施設や港湾機能と一般的都市機能とが

複合する施設の立地が求められる例が見られる。 

このようなニーズの変化に的確に対応していくため、個別の事情を勘案しながら、必要な範囲

で、港湾行政及び都市行政上の規制を、適宜、重層的に適用することにより、臨港地区の指定、

分区条例案等について相互に円滑な調整に努めることが望ましい。 

一方、長年月の間に、港湾機能の沖合展開等により、一部には、臨港地区としての性格が低減

したり、消失し、むしろ一般的都市機能の地域となったり、同機能が支配的となっている地域も

見られることや、臨港地区に含めることが必要な地域について、いまだその指定が進んでいない

地域も見られることにかんがみ、このような地域についても、臨港地区の指定又は変更を迅速に

進めるほか、港湾行政及び都市行政の間で円滑な調整に努めることが望ましい。 

２）基本的な考え方 

① 臨港地区及び地区計画等の取扱いの考え方 

このため次表の区分に従い、適宜、港湾行政及び都市行政上の規制を重層的に適用するこ

とが望ましい。 

区分 港湾行政上の規制 都市行政上の規制 

都
市
的
△
△
△
▽
▽
▽
港
湾
的 

０レベル なし 
用途地域及び特別用途地区（以下「用途

地域等」という。）による建築規制及び

必要に応じ地区計画又は再開発地区計

画（以下「地区計画等」という。）によ

る建築規制 
Ⅰレベル 

臨港地区による届出・勧告等（分区を定

めない。） 

Ⅱレベル 
臨港地区による届出・勧告等及び分区条

例による用途規制 

必要に応じ地区計画等による建築規制 

Ⅲレベル なし 

（注）０レベル：臨港地区以外の一般的土地利用規制を行う区域 

Ⅰレベル：港湾を一体的に管理運営する必要性から臨港地区に含める必要があるが、相当

程度の一般的都市機能を有する土地利用に対応して、分区を定めず、用途地域

等による建築規制によることとし、必要に応じて、地区計画等による建築規制

を行う区域 

Ⅱレベル：臨港地区で、一部に一般的都市機能が含まれることに対応して、分区条例によ

る港湾の管理運営に必要な用途規制を行うが、必要に応じて、地区計画等によ

る建築規制を併せて行う区域 

Ⅲレベル：臨港地区で分区条例による用途規制を行う区域 

 

上記の取扱いに従い、臨港地区の指定又は変更について、都市計画決定権者からの申出があれ

ば、港湾管理者は協議を受けることが望ましく、臨港地区内の地区計画等の都市計画の決定又は
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変更について、港湾管理者からの申出があれば、都市計画決定権者は協議を受けることが望まし

い。 

 

② 臨港地区の範囲及び指定の考え方 

（１）臨港地区は、港湾を管理運営するため定める地区であり、港湾の機能を十分に確保し、

その利用の増進を図る観点から、港湾施設を整備し、適正に維持管理するために必要な一

体的な区域及び港湾の開発、利用並びに保全に著しく支障を与える行為を規制する必要の

ある区域が指定されるべきである。 

その際、臨港地区内の行為については港湾法に基づき屈出義務を課す等土地所有者等に

権利制限を課すことになることから、その区域は当該港湾の管理運営上必要不可欠な範囲

とすべきである。 

（２）具体的には、臨港地区は、港湾法（昭和25年法律第218号）第３条の３第１項に規定する

港湾計画において港湾を有効かつ適切に利用することができるよう土地利用の区分が定め

られた場合には、これを踏まえて港湾の適切な管理運営が図られるよう定められるべきも

のであることに留意すべきである。この場合、港湾計画において定められた土地利用の区

分のうち、ふ頭用地、港湾関連用地、危険物取扱施設用地、緑地（港湾の環境の整備のた

めの施設の用地に限る。）、廃棄物処理施設用地、交通機能用地（臨港交通施設の用地に限

る。）、工業用地（原料又は製品の一部の輸送を海上運送又は港湾運送に依存する製造事業

又はその関連事業を営む工場等の用地に限る。）とされている区域を中心として臨港地区の

範囲を検討し、交流拠点用地、レクリエーション施設用地とされている区域は必要な範囲、

都市機能用地等の上記以外の用地は特に必要な最小限の範囲が、臨港地区に含まれるよう

検討することが考えられること。 

（３）また、臨港地区は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第13条第１項に規定するところ

により、土地の自然的条件や土地利用の動向を勘案して港湾の利便が増進されるとともに

他の都市機能の利便の増進等が図られるよう、他の都市計画と一体的かつ総合的に定めら

れる地域地区であることにも留意すべきである。 

（４）臨港地区については、土地利用の現況及び動向、立地施設についての情報の的確な把握

等に努めるとともに、上記２）①に示す臨港地区の指定又は変更に係る都市計画決定権者

からの申出、臨港地区内の地区計画等の都市計画の決定又は変更に係る港湾管理者からの

申出を的確に運用し、土地利用の動向を踏まえた的確な指定又は変更を行うことが望まし

い。 

また、臨港地区は、港湾の管理運営のための観点にとどまらず、まちづくりの観点にも

十分に配慮し決定される必要があることから、臨港地区に関する都市計画について、都市

計画法第23条第４項の規定に基づき、港湾管理者がそのための案を申し出るにあたっては、

以下のことに十分留意することが望ましい。 

臨港地区の案を港湾管理者が作成するにあたっては、あらかじめ港湾管理者以外の臨港

地区に係る関係地方公共団体に協議し、その上で、都市計画決定権者に臨港地区の案を申

し出ること。また、この協議の過程においても、港湾管理者は都市計画決定権者と十分な
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連絡調整を図ること。ただし、この協議は、港湾管理者が行うものであり、都市計画法第

18条第１項の規定による都道府県知事の関係市町村に対する意見聴取とは別に行われるも

のであること。 

なお、これは、港湾管理者の申し出た臨港地区の案について、都市計画決定権者の判断、

都市計画地方審議会の付議等の手続を通じて変更されることを妨げるものではないこと。 

 

③ 土地利用の区分（レベル）に応じた臨港地区の指定・変更の考え方 

２）①の表に示された０レベル、Ⅰレベル、Ⅱレベル及びⅢレベルの運用については、次

のように取り扱うことが望ましい。 

港湾管理者及び都市計画決定権者は、これを踏まえ、十分に調整を図りながら土地利用の

区分（レベル）を明らかにし、臨港地区制度の的確な運用を図ることが望ましい。 

（１）０レベル 

ア）臨港地区以外の一般的な市街地と同様な土地利用が行われる区域は、原則として０レ

ベルとすること。 

特に、住宅が立地する等一般市民の生活が営まれている区域については、０レベルと

することが適当であること。 

イ）次のような施設であって都市全体の機能分担の観点から立地を判断すべきものが立地

する場合には、港湾行政と都市行政の円滑な調整に配慮しながら、港湾を一体的に管理

運営する必要性から臨港地区に含める必要がある場合はＩレベルとし、その他の場合は

０レベルとすること。 

ａ 一般市民の利用に供される商業施設、宿泊施設、娯楽施設、教養施設、運動施設等 

ｂ 交通・物流関連以外の業種の業務施設 

ウ）０レベルに該当する区域で現に臨港地区が指定されている場合には、臨港地区を解除

すること。 

（２）Ⅰレベル 

ア）都市計画区域内における臨港地区及び分区の指定、変更等に関する港湾行政と都市行

政の円滑な推進を図るために、Ⅰレベルを積極的に活用すること。 

イ）Ⅰレベルは、港湾を一体的に管理運営する必要性から臨港地区に含める必要があるが

相当程度の一般的都市機能を有する区域であり、その適用に当たっては、以下の点につ

いても十分留意するものとすること。 

ａ 港湾管理者等が埋め立て又は造成した土地で、港湾管理者が維持管理する道路、緑

地等の港湾施設に囲まれた相当程度の一般的都市機能を有する土地利用が行われる区

域は、その規模及び形状を勘案して、これらの港湾施設の適正な維持管理を行うため

必要な場合には、一体的にⅠレベルとする。 

ｂ 臨港交通施設、係留施設等の港湾施設に隣接する区域であって、港湾施設の維持管

理に影響を及ぼすおそれの強い相当程度の一般的都市機能を有する土地利用が行われ

る区域（例えば、臨港交通施設に隣接して大規模の国際会議場、ホテル等が立地し、

この施設利用車両が臨港道路の利用に影響を及ぼす場合）は、港湾施設の適正な維持
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管理を行うために必要な場合には、一体的にⅠレベルとする。 

ウ）Ⅰレベルに該当する区域については、港湾行政と都市行政の円滑な調整に配慮しなが

ら、分区が定められている場合は分区を解除し、臨港地区が指定されていない場合は臨

港地区に指定すること。 

（３）Ⅱレベル 

ア）港湾の管理運営上必要な区域で０レベル及びⅠレベルに該当しないもののうち、一部

に一般的都市機能が含まれている土地の区域については、Ⅱレベルとすること。 

イ）Ⅱレベルに該当する区域は、一部の一般的都市機能を有する土地利用が行われる区域

を含めて、一体的に臨港地区を指定するとともに分区を定めること。 

ウ）Ⅱレベルに該当する区域においては、一部に一般的都市機能が含まれることから、地

域の実情に応じて的確な分区条例（港湾法第40条第１項の規定により港湾管理者として

の地方公共団体が定める条例をいう。以下同じ。）が制定される必要があること。 

なお、Ⅱレベルを想定した分区条例は、将来の土地利用の計画を踏まえ、不適切な施設

が集積することのないよう定めることが望ましく、現に相当程度の一般的都市機能を有す

る土地利用が行われるようになった場合にはレベルの区分を見直すことが必要になるこ

とに留意すること。 

（４）Ⅲレベル 

ア）０レベル、Ⅰレベル及びⅡレベルのいずれにも該当しない区域は、Ⅲレベルとするこ

と。 

イ）Ⅲレベルに該当する区域は、臨港地区を指定するとともに分区を定めること。 

 

④ 分区条例について 

臨港地区内の分区における構築物の制限については分区条例に基づき行っているところで

あるが、分区条例の制定等に当たっては次の事項に留意することが望ましい。 

（１）分区条例の制定に当たっての基本的な考え方 

分区条例において定める構築物の用途に関する制限は、 国民の財産権に係る重大な制限

であり、その内容に関しては国民の誤解を招かないよう客観的かつ合理的な表現とするこ

とが重要であること。 

この際、港湾の管理運営上支障の生じる新たな用途の構築物が立地することのないよう

分区ごとに立地が許容される構築物を限定的に列挙する方式が望ましく、また、将来の運

用に当たって疑義が生じることのないよう、許容される構築物は、詳細かつ明確に示され

る必要があること。このため、分区条例の制定に当たっては関係部局の間で十分に連絡調

整を図るべきこと。 

なお、分区条例に特定の地区の許容構築物を列挙する方法は、一分区内に異なった分区

を設けることになり好ましくないこと。 

（２）各分区において立地を許容する構築物 

Ⅲレベルに該当するものとして臨港地区が指定された区域を想定して、分区の目的に照

らして許容される構築物には別表中ⅠからⅩまでに掲げるものが考えられること。 
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分区条例を定める地方公共団体は、次の事項に留意しつつ別表を参考にして、また、指

定されている分区が二以上の混合的性格を有することもありうることから当該分区の性格

や当該港湾の事情を考慮して、実情に応じた条例が定められるよう配慮すること。 

ア）別表中に「市長が指定する」という字句を使用しているが、この運用は港湾法第39条

第１項に規定する各分区の目的に照らして適正な範囲内で行われる必要があること。ま

た、条例を定めるに当たっては、別表に例示されている事業、施設以外のものについて

も明示することを妨げるものではなく、むしろ具体的に明示することが望ましいこと。

さらに、市長の指定に委任した場合にもできるだけ具体的に個々の事業、官公署等を明

示する必要があること。（この場合の「市長」とは、港湾管理者が市の場合の例である。

以下同じ。） 

イ）別表中に掲げる構築物の中には、各分区の目的を実現する上で直接的な役割を果たす

ものと間接的な役割を果たすものが含まれているが、問接的な役割を果たす施設で都市

に一般的に立地する用途を許容する内容の分区条例を定めた場合に、これらの施設が集

積した場合には、レベルの区分が速やかに見直されるべきであること。 

なお、クルーズ港区における集客施設等の規模については、都市構造への影響に鑑み、

都市計画との調和が図られるよう配慮すべきであること。 

これらのことから、分区条例案を作成する地方公共団体の港湾担当部局は、立地を許

容する構築物の範囲等についてあらかじめ都市計画担当部局と十分に調整を行うこと。 

ウ）条例の制定に当たっては「ただし、市長が公益上やむを得ないと認めて許可したもの

を除く。」旨の規定を設けることを妨げるものではないこと。 

（３）分区条例の改正に当たっての留意事項 

既に条例が定められている分区について、条例を改正する際には次のような点に留意する

こと。 

ア）従来の分区条例を基本とした場合、時間の経過に伴って追加すべき施設、削除すべき

施設、より詳細に要件を示すべき施設の見直しを行うこと。 

イ）港湾法第39条第１項に規定する各分区の目的を実現し、港湾の利便の増進を図るため

に必要な施設等で広く都市内に立地するものを掲げる場合には、港湾機能の構築物に特

定するために必要な限定を付すことが考えられること。 

（４）建築確認等との関係 

建築基準法に基づく確認の際、制限構築物の範囲について疑義を生じさせないよう、分

区条例案を作成する地方公共団体の港湾担当部局は建築担当部局と十分に調整を行うとと

もに、条例の施行後にも密接な連携を図ること。 

また、建築主事の置かれている地方公共団体と港湾管理者である地方公共団体とが同一

でない場合にも、事務に支障の起きないよう関係者間の連携を密にすること。 

 

別表 

Ⅰ 商港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第10号の２まで及び第12号に掲げる港湾施設（危険物置
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場、貯油施設及びセメントサイロを除く。） 

２ 海上運送事業、港湾運送事業、倉庫業、道路運送事業、貨物利用運送事業、運送取次事

業、貿易関連業その他市長が指定する事業を行う者の事務所 

３ 港湾の旅客又は貨物に関連する事業者の利便の用に供するための銀行の支店、保険業の

店舗 

４ 荷さばき施設又は保管施設に付属する卸売展示施設及び流通加工施設並びにこれらの附

帯施設 

５ 港湾その他の海事に関する理解の増進を図るための会議場施設、展示施設、研修施設そ

の他の共同利用施設 

６ 港湾の利用の高度化を図るための情報処理施設、電気通信施設その他市長の指定するこ

れらに類する施設 

７ 港湾の流通機能の高度化を図るためのトラックターミナル、卸売市場その他の流通業務

施設 

８ 空港施設 

９ 港湾関係者のための休泊所、診療所その他市長が指定する福利厚生施設 

10 税関、地方整備局、地方運輸局、海上保安官署、警察署、入国管理事務所、検疫所、消

防署その他市長が指定する官公署の事務所 

11 港湾の旅客又は貨物に関連する事業者の利便の用に供するための旅館、ホテル、日用品

の販売を主たる目的とする店舗、船用品販売店、飲食店その他市長が指定する便益施設 

12 港湾の旅客又は貨物に関連する事業者の利便の用に供するガソリンスタンド 

 

Ⅱ 工業港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第６号まで、第８号から第10号の２まで及び第12号に掲

げる港湾施設 

２ 原料又は製品の一部の輸送を海上運送又は港湾運送に依存する製造事業又はその関連事

業を営む工場並びにこれらの事業の用に供する情報処理施設及び電気通信施設並びにこれ

らの附帯施設 

３ 前号の工場に附属する研究施設及びその附帯施設 

４ 前２号の施設に従事する者のための休泊所、診療所その他市長が指定する福利厚生施設 

５ 税関、地方整備局、地方運輸局、海上保安官署、警察署、消防署その他市長が指定する

官公署の事務所 

６ 第２号及び第３号の施設に従事する者の利便の用に供するための日用品の販売を主たる

目的とする店舗、飲食店その他市長が指定する便益施設 

 

Ⅲ 特殊物資港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第10号の２まで及び第12号に掲げる港湾施設（上屋及び

食糧サイロを除く。） 

２ 海上運送事業、港湾運送事業、倉庫業、道路運送事業、貨物利用運送事業、運送取次事
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業その他市長が指定する事業を行う者の事務所 

３ 地方整備局、地方運輸局、海上保安官署、警察署、消防署その他市長が指定する官公署

の事務所 

 

Ⅳ 鉄道連絡港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号、第４号、第５号及び第８号の２から第10号の２までに掲げ

る港湾施設 

２ 鉄道連絡船のための係留施設 

３ 前各号に指定するものを除き、鉄道業務に必要な建築物その他の構築物 

 

Ｖ 漁港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号、第４号、第５号及び第８号の３から第10号の２までに掲げ

る港湾施設 

２ 漁船のための係留施設、燃料補給施設、給水施設及び給氷施設 

３ 漁船の修理施設、造船施設及びその附帯施設 

４ 魚舎、魚干場その他水産物の処理に必要な施設 

５ 冷蔵倉庫、冷凍倉庫その他水産物の保管のための施設 

６ 製氷工場及び冷凍工場その他の水産物加工工場並びにこれらの附帯施設 

７ 網干場、網倉庫その他漁具の補修又は保管に必要な施設 

８ 漁業関係者のための休泊所、診療所その他市長が指定する福利厚生施設 

９ 漁業会杜、漁業組合その他市長が指定する団体及び業者の事務所 

10 警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所 

11 漁業関係者の利便の用に供するための日用品の販売を主たる目的とする店舗、飲食店そ

の他市長が指定する便益施設 

 

Ⅵ バンカー港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第５号まで及び第８号の２から第10号の２までに掲げる

港湾施設 

２ 貯炭場、貯油施設その他の燃料保管施設 

３ 給炭業者、給油業者その他の燃料供給業者の事務所 

４ 税関、地方整備局、地方運輸局、警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所 

 

Ⅶ 保安港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第６号まで及び第８号の２から第10号の２までに掲げる

港湾施設 

２ 危険物置場、危険物倉庫及び貯油施設 

３ 消火施設その他の危険防止施設 

４ 給油業者及び危険物を取り扱う業者の事務所 
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５ 警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所 

 

Ⅷ マリーナ港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第５号まで及び第７号から第10号の２までに掲げる港湾

施設 

２ スポーツ又はレクリエーションの用に供するヨット、モーターボート、釣り船、遊覧船

等（以下「レクリエーション用船舶」という。）のための用具倉庫及び船舶上架施設 

３ レクリエーション用船舶の利用者のための集会所、クラブ事務所、スポーツ、レクリエ

ーション施設その他市長が指定する福利厚生施設 

４ 海上保安官署、警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所 

５ レクリエーション用船舶の利用者の利便の用に供するための旅館、ホテル、店舗、飲食

店その他市長が指定する便益施設 

 

 Ⅸ クルーズ港区を対象とした条例において許容される構築物 

  １ 旅客船又は港湾の旅客のための港湾法第２条第５項第２号から第10号の２まで及び第12

号に掲げる港湾施設 

  ２ 旅客船又は港湾の旅客に関連する海上運送事業、港湾運送事業、倉庫業、道路運送事業、

貨物利用運送事業、運送取次事業、貿易関連業、自動車賃貸業、観光業その他市長が指定

する事業を行う者の事務所 

  ３ 港湾の旅客又は旅客に関連する事業者の利便の用に供するための銀行の支店、保険業の

店舗 

  ４ 港湾その他の海事に関する理解の増進を図るための会議場施設、展示施設、研修施設、

図書館、博物館、水族館、公会堂、展望施設その他市長が指定するこれらに類する施設 

  ５ 港湾関係者のための休泊所、診療所その他市長が指定する福利厚生施設 

  ６ 税関、地方入国管理局、検疫所、地方整備局、地方運輸局、海上保安官署、警察署、消

防署その他市長が指定する官公署の事務所 

  ７ 港湾の旅客又は旅客に関連する事業者の利便の用に供するための旅館、ホテル、店舗、

船用品販売所、飲食店その他市長が指定する便益施設 

  ８ 港湾の旅客又は旅客に関連する事業者の利便の用に供するためのガソリンスタンド 

 

Ⅹ 修景厚生港区を対象とした条例において許容される構築物 

１ 港湾法第２条第５項第２号から第５号まで及び第８号の２から第10号の２までに掲げる

港湾施設 

２ 港湾その他の海事に関する理解の増進を図るための図書館、博物館、水族館、展示施設、

公会堂、展望施設その他市長が指定するこれらに類する施設 

３ 港湾関係者のためのスポーツ・レクリエーション施設その他市長が指定する福利厚生施

設 

４ 海上保安官署、警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所 
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５ 港湾関係者のための休泊所、店舗、飲食店その他市長が指定する便益施設 

 

３）配慮すべき事項 

港湾法（昭和25年法律第218号）第２条第３項に規定する港湾区域若しくは同条第４項に規定

する臨港地区内における施設または同条第６項の規定により国土交通大臣が認定した港湾施設

にかかる都市計画の決定については、以下のとおり取扱うことが望ましい。 

港湾法第２条第５項に規定する港湾施設（他の法令の規定により設置又は管理されるものを

除く。）及び同条第６項の規定により国土交通大臣が認定した港湾施設については、当該施設に

かかる都市計画の決定を行なおうとする場合には、あらかじめ都市計画決定権者は港湾管理者

に協議すること。 


